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(57)【要約】
【課題】復調性能を向上させた復調装置を得ること。
【解決手段】本発明にかかる復調装置は、受信データを
蓄積するシンボル蓄積部１と、シンボル蓄積部１から受
信データを読み出し、読み出した受信データに対して繰
り返し復調を行う復調手段（同期検波部２，デインタリ
ーブ・デマッピング部３，内符号復号部４，インタリー
ブ・マッピング部７）と、復調手段による１回の復調処
理が終了するごとに、得られた復調結果に誤りが含まれ
るか否かを判定するフレームエラー判定部６と、シンボ
ル蓄積部１の空き容量およびフレームエラー判定部６に
よる判定結果に基づいて、復調手段における繰り返し復
調を継続させるか否かを決定する繰り返し制御部５と、
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信データを蓄積する蓄積手段と、
　前記蓄積手段から受信データを読み出し、読み出した受信データに対して繰り返し復調
を行う復調手段と、
　前記復調手段による１回の復調処理が終了するごとに、得られた復調結果に誤りが含ま
れるか否かを判定する誤り判定手段と、
　前記蓄積手段の空き容量および前記誤り判定手段による判定結果に基づいて、前記復調
手段における繰り返し復調を継続させるか否かを決定する繰り返し制御手段と、
　を備えることを特徴とする復調装置。
【請求項２】
　前記復調手段は、
　受信シンボルのキャリア位相を補正して搬送波を再生する同期検波部と、
　同期検波部で再生された搬送波に対してデインタリーブ処理およびデマッピング変換を
行うデインタリーブ・デマッピング部と、
　デインタリーブ・デマッピング部でデインタリーブ処理およびデマッピング変換が行わ
れた後の搬送波の内符号を復号して復号後ビットを生成する内符号復号部と、
　前記復号後ビットに対してインタリーブおよびマッピング処理を実行して前記同期検波
部へフィードバックするインタリーブ・マッピング部と、
　を備えることを特徴とする請求項１に記載の復調装置。
【請求項３】
　前記復調手段は、
　受信シンボルのキャリア位相を補正して搬送波を再生する同期検波部と、
　同期検波部で再生された搬送波に対してデインタリーブ処理およびデマッピング変換を
行うデインタリーブ・デマッピング部と、
　デインタリーブ・デマッピング部でデインタリーブ処理およびデマッピング変換が行わ
れた後の搬送波の内符号を復号して復号後ビットを生成する内符号復号部と、
　前記復号後ビットを再符号化し、前記復号後ビットに冗長ビットが付加された再符号化
ビットを生成する内符号再符号化部と、
　前記再符号化ビットに対してインタリーブおよびマッピング処理を実行して前記同期検
波部へフィードバックするインタリーブ・マッピング部と、
　を備えることを特徴とする請求項１に記載の復調装置。
【請求項４】
　前記繰り返し制御手段は、前記復調結果に誤りが含まれていないと前記誤り判定手段が
判断した場合、前記復調手段における繰り返し復調を終了させることを特徴とする請求項
１、２または３に記載の復調装置。
【請求項５】
　前記繰り返し制御手段は、前記復調結果に誤りが含まれていると前記誤り判定手段が判
断し、かつ前記復調手段による次の復調処理が完了するまでの間に前記蓄積手段の空き容
量がゼロにならない場合、前記復調手段における繰り返し復調を継続させ、前記復調結果
に誤りが含まれていると前記誤り判定手段が判断し、かつ前記復調手段による次の復調処
理が完了するまでの間に前記蓄積手段の空き容量がゼロになる場合には、前記復調手段に
おける繰り返し復調を終了させる、ことを特徴とする請求項１から４のいずれか一つに記
載の復調装置。
【請求項６】
　前記誤り判定手段は、外符号における情報ビットと冗長ビットのパリティ検査により、
前記誤りの有無を判定することを特徴とする請求項１から５のいずれか一つに記載の復調
装置。
【請求項７】
　前記誤り判定手段は、内符号における情報ビットと冗長ビットのパリティ検査により、
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前記誤りの有無を判定することを特徴とする請求項１から５のいずれか一つに記載の復調
装置。
【請求項８】
　前記復調手段は、１回の復調処理を、復号の途中結果が得られる前までの第１の復調処
理と残りの第２の復調処理に分けて実行し、第１の復調処理が終了した時点で復号の途中
結果を前記誤り判定手段へ出力して第２の復調処理を開始し、
　前記誤り判定手段は、前記復号の途中結果を使用して前記誤りの有無を判定する、
　ことを特徴とする請求項１から７のいずれか一つに記載の復調装置。
【請求項９】
　前記復調手段は、
　繰り返し復調により復号結果が得られるごとに、得られた復号結果に基づいてレプリカ
シンボルを生成し、さらに、生成したレプリカシンボルとキャリア位相補正後のシンボル
の距離とに基づいて信頼度を算出し、算出した信頼度に基づいて、キャリア位相補正の位
相雑音への追従速度を変化させる、
　ことを特徴とする請求項１から８のいずれか一つに記載の復調装置。
【請求項１０】
　前記復調手段は、
　繰り返し復調により復号結果が得られるごとに、得られた復号結果の軟判定値に基づい
て信頼度を算出し、算出した信頼度に基づいて、キャリア位相補正の位相雑音への追従速
度を変化させる、
　ことを特徴とする請求項１から８のいずれか一つに記載の復調装置。
【請求項１１】
　請求項１から１０のいずれか一つに記載の復調装置を備えることを特徴とする受信装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、受信信号に対して繰り返し復調を行う復調装置および受信装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　繰り返し復調は復号結果をフィードバックして再復調することで復調性能を改善する方
式であり、フィードバック回数（イタレーション回数）を増加させることでより性能を改
善できる。
【０００３】
　従来技術として、ＬＤＰＣ（Low　Density　Parity　Check）符号やターボ符号などの
尤度を用いる符号化方式において、復号結果を軟判定値生成処理にフィードバックし、よ
り尤度の高いデータ列を生成することで復調性能（復号処理で使用する尤度）を改善する
方法が提案されている（例えば、非特許文献１）。また、ミリ波帯シングルキャリア伝送
において、位相雑音の影響を低減することを目的として、復号により誤り訂正された結果
からレプリカ信号を生成し、位相補償回路にフィードバックすることで復調性能（位相雑
音による位相変動の推定精度）を向上させる方法が提案されている（例えば、非特許文献
２）。
【０００４】
　また、繰り返し復調のイタレーション回数に関する制御方法として、ユーザーが利用す
るサービス（音声通信や映像通信など）に基づいてイタレーション回数を決定する方式が
開示されている（例えば、特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－３１３０３７号公報
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【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Thorsten　Clevorn、他、「Iterative　Demodulation　for　DVB-S2」
、2005　IEEE　16th　International　Symposium　on　Personal　Indoor　and　Mobile
　Radio　Communications.
【非特許文献２】小野寺、他、「ミリ波帯シングルキャリア周波数領域等化における繰り
返し判定指向形位相雑音補償」、信学技報　RCS2008-130、p1-6、Nov.2008.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　繰り返し復調はイタレーション回数の増加に伴い復調処理時間も増加する。また、回路
の有効利用の観点から、再復調処理を前回と同一の回路を用いて行う構成が一般的であり
、その場合、復調中および復号中に受信するデータを保持しておくためのメモリが必要と
なる。ここで、復調処理速度がフレーム受信速度を下回っている場合、毎フレーム固定の
処理時間（イタレーション回数）で繰り返し復調する従来方式においては、復調処理が間
に合わない時間分だけデータが余分にメモリへ蓄積されるため、いずれメモリのオーバー
フローが生じる。この問題を回避するためには、復調処理速度がフレーム受信速度以上と
なるように復調処理時間（イタレーション回数）を制限する必要があり、その結果、所望
の特性を得るために必要な回数のイタレーションで復調できないという問題があった。
【０００８】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、復調処理速度がフレーム受信速度を下
回っている場合における復調性能を向上させた復調装置および受信装置を得ることを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述した課題を解決し、目的を達成するために、本発明にかかる復調装置は、受信デー
タを蓄積する蓄積手段と、前記蓄積手段から受信データを読み出し、読み出した受信デー
タに対して繰り返し復調を行う復調手段と、前記復調手段による１回の復調処理が終了す
るごとに、得られた復調結果に誤りが含まれるか否かを判定する誤り判定手段と、前記蓄
積手段の空き容量および前記誤り判定手段による判定結果に基づいて、前記復調手段にお
ける繰り返し復調を継続させるか否かを決定する繰り返し制御手段と、を備えることを特
徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明にかかる復調装置によれば、受信データを蓄積する蓄積手段の空き容量に応じて
イタレーション回数を多く設定することができ、繰り返し復調の性能を向上させることが
できる、という効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】図１は、受信装置が備えている復調部（復調装置）の実施の形態１の構成例を示
す図である。
【図２】図２は、同期検波部の構成例を示す図である。
【図３】図３は、実施の形態１の復調部が１フレームを復号する動作を示すフローチャー
トである。
【図４】図４は、エラーフレーム判定方法を示す図である。
【図５】図５は、実施の形態２の復調部の構成例を示す図である。
【図６】図６は、実施の形態３の復調部が１フレームを復号する動作を示すフローチャー
トである。
【図７】図７は、実施の形態４の同期検波部の構成例を示す図である。
【図８】図８は、実施の形態５の復調部の構成例を示す図である。
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【図９】図９は、実施の形態５の同期検波部の構成例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に、本発明にかかる復調装置および受信装置の実施の形態を図面に基づいて詳細に
説明する。なお、この実施の形態によりこの発明が限定されるものではない。
【００１３】
実施の形態１．
　図１は、本発明にかかる受信装置が備えている復調部（復調装置）の実施の形態１の構
成例を示す図である。本実施の形態の受信装置は、繰り返し復調を行う受信装置であり、
この受信装置が備えている復調部は、受信シンボルを蓄積するシンボル蓄積部１と、受信
シンボルのキャリア位相の推定および補正を行い搬送波を再生する同期検波部２と、同期
検波部２からの出力信号に対してデインタリーブ処理およびデマッピング変換を行うデイ
ンタリーブ・デマッピング部３と、デインタリーブ・デマッピング部３からの出力信号の
内符号を復号する内符号復号部４と、次のイタレーション（復調処理の繰り返し）の可否
要否を判定するとともに再復調処理を制御する繰り返し制御部５と、内符号復号部４によ
る復号処理で得られたフレーム内に誤りが含まれるか否かを判定するフレームエラー判定
部６（誤り判定手段に相当）と、インタリーブ処理およびマッピング変換を行うインタリ
ーブ・マッピング部７と、を備える。なお、同期検波部２、デインタリーブ・デマッピン
グ部３、内符号復号部４およびインタリーブ・マッピング部７は復調手段を構成している
。
【００１４】
　図２は、同期検波部２の構成例を示す図である。同期検波部２は、後述するタップ係数
更新部２５から出力される位相推定値を用いて受信シンボルのキャリア位相を補正するキ
ャリア位相補正部２１と、キャリア位相補正後の受信シンボルとその硬判定結果からエラ
ーベクトルを算出するエラーベクトル算出部２２と、キャリア位相補正後の受信シンボル
とレプリカ信号からエラーベクトルを算出するエラーベクトル算出部２３と、現在のイタ
レーション回数に基づき、エラーベクトル算出部２２または２３のいずれかの結果を選択
するセレクタ部２４と、入力されたエラーベクトルからキャリア位相を推定し、タップ係
数（位相推定値）を更新するタップ係数更新部２５と、を備える。
【００１５】
　次に、本実施の形態の復調部の動作について説明する。図３は、図１に示した構成の復
調部が１フレームを復号する動作を示すフローチャートである。
【００１６】
　本実施の形態の復調部による復号動作においては、まず、同期検波部２がシンボル蓄積
部１から１フレーム分のデータを読み出す（ステップＳ１１）。次に、同期検波部２は、
同期検波処理、具体的には、受信シンボルの硬判定結果よりキャリア位相を推定し、デー
タシンボルの位相を補正する（ステップＳ１２）。次に、デインタリーブ・デマッピング
部３が、位相補正後のデータシンボルに対してデインタリーブ処理およびマッピング変換
を行う（ステップＳ１３）。次に、内符号復号部４が、先の結果を復号してビットデータ
へ変換する（ステップＳ１４）。
【００１７】
　次に、繰り返し制御部５が、現在のイタレーション回数（Ｎcurrentとする）と事前に
パラメータとして与えられる最大イタレーション回数（Ｎmaxとする）を比較し、次のイ
タレーションの要否を判定する（ステップＳ１５）。繰り返し制御部５は、現在のイタレ
ーション回数（Ｎcurrent）が最大イタレーション回数（Ｎmax）より小さい（Ｎcurrent

がＮmaxに達していない）場合（ステップＳ１５：Ｎｏ）は次のイタレーションが「必要
」、そうでなければ（ステップＳ１５：Ｙｅｓ）「不要」と判定する。次のイタレーショ
ンが「必要」と判定した場合、繰り返し制御部５は、さらに、シンボル蓄積部１の空き容
量と次のイタレーションを実施した場合に蓄積されるデータ量（シンボルレートと再復調
処理に要する時間の積で求められる既知の値）を比較し、次のイタレーションの可否を判
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定する（ステップＳ１６）。具体的には、シンボル蓄積部１の空き容量が次のイタレーシ
ョンを実施した場合に蓄積されるデータ量以上であれば、すなわち、イタレーションを実
施してもオーバーフローが生じない場合は（ステップＳ１６：Ｙｅｓ）、次のイタレーシ
ョンが「可能」、そうでなければ（ステップＳ１６：Ｎｏ）「不可」と判定する。
【００１８】
　ステップＳ１５およびＳ１６の判定処理において、次のイタレーションが「不要」また
は「不可」と判定した場合には（ステップＳ１５：ＹｅｓまたはステップＳ１６：Ｎｏ）
、１フレームの復号を終了する。この場合、繰り返し制御部５は、内符号復号部４を制御
し、復号結果（ステップＳ１４または後述するステップＳ３５の結果）を復号後ビット（
最終的な復号結果）として出力させる。
【００１９】
　ステップＳ１５およびＳ１６の判定処理において、次のイタレーションが必要かつ可能
と判定した場合は（ステップＳ１５：Ｎｏ、かつステップＳ１６：Ｙｅｓ）、フレームエ
ラー判定部６が、内符号復号部４で復号したフレームに誤りが含まれるか判定する（ステ
ップＳ２１）。誤りが含まれたフレーム（以下、エラーフレーム）かどうか判定を行う方
法としては、例えば、図４に示すように、外符号の情報ビットと冗長ビットをパリティ検
査する方法がある。また、外符号が存在しない場合には、内符号の情報ビットと冗長ビッ
トをパリティ検査することで代用できる。また、ＣＲＣ（Cyclic　Redundancy　Check）
検査のような、システムのより上位のチェック機能を用いてもよい。
【００２０】
　ステップＳ２１での判定処理が完了すると、このステップＳ２１の判定結果に基づいて
、繰り返し制御部５が、次のイタレーションの要否を判定する（ステップＳ２２）。すな
わち、エラーフレームではない場合（ステップＳ２２：Ｎｏ）、繰り返し制御部５は、内
符号復号部４を制御し、復号結果を復号後ビットとして出力させ、１フレームの復号を終
了する。なお、フレームエラー判定処理（ステップＳ２１およびＳ２２）は、上述したス
テップＳ１５およびＳ１６の判定処理より前に行ってもよい。
【００２１】
　また、フレームエラー判定処理（ステップＳ２１およびＳ２２）と並行して、内符号復
号部４での復号結果をインタリーブ・マッピング部７が再符号化し、同期検波部２へフィ
ードバックする信号（レプリカシンボル）を生成する（インタリーブ、マッピング処理）
（ステップＳ３１）。その後、上述したステップＳ１１～Ｓ１４と同様の処理である、ス
テップＳ３２～Ｓ３５の処理を行う。この時、同期検波部２は、ステップＳ３３において
、初回時の処理（ステップＳ１２の処理）と異なり、ステップＳ３１で生成したレプリカ
信号よりキャリア位相を推定し、位相補正する。
【００２２】
　ステップＳ２２でエラーフレームと判断した場合（ステップＳ２２：Ｙｅｓ）、再復調
処理（ステップＳ３１～Ｓ３５の処理）の完了を待ち、繰り返し制御部５が、再度次のイ
タレーションの要否可否の判定（ステップＳ１５およびＳ１６）を行う。以降は復号を終
了するまで同じように各処理を繰り返す。なお、復調部は、復号が終了した後、すなわち
、内符号復号部４が復号後ビット（最終的な復号結果）を出力した後は、シンボル蓄積部
１に蓄積されている次の１フレーム分のデータに対して上述したステップＳ１１およびこ
れに続く各処理を実行する。
【００２３】
　このように、本実施の形態の受信装置が備えている復調部は、エラーフレームに対して
は「誤りが全て訂正される」、「シンボル蓄積部１の空き容量が不足する」または「最大
イタレーション回数に到達する」まで、復号処理を繰り返し行い、エラーフレームでない
場合は復号処理を繰り返すことなく復号を完了する。これにより、受信シンボルを保持す
るシンボル蓄積部１の空き容量が許容できる範囲で、エラーフレームに対してイタレーシ
ョン回数を多く設定することができ、繰り返し復調の性能（位相雑音による感度点劣化の
低減効果）を向上できる。
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【００２４】
　なお、シンボル蓄積部１の空き容量は、１フレームの復調処理時間が１フレーム受信す
るのに要する時間よりも長い場合は減少し、短い場合は増加する。そのため、本発明は、
特に、エラーフレームの出現頻度が低く、連続してエラーフレームが発生する確率が少な
い状況において、繰り返し復調の性能を向上させることができる。１フレームの復調処理
時間が１フレーム受信するのに要する時間よりも長いことが明らかな場合は、図３に示し
たステップＳ１５を省略してもよい。これとは逆に、１フレームの復調処理時間が１フレ
ーム受信するのに要する時間よりも短いことが明らかな場合は、ステップＳ１６を省略し
てもよい。
【００２５】
　また、図１および図２に示す構成は同期検波部２に復号結果をフィードバックし、位相
雑音の影響を低減する場合の例であるが、同期検波部２に限らず別の復調部にフィードバ
ックした場合でも、本発明は同様の効果を得ることができる。例えば、内符号復号部４に
軟判定値を用いる復号方式を用いる場合、軟判定値生成を行う内符号復号部４に復号結果
をフィードバックすることで、軟判定値生成の精度を向上させることなどが挙げられる。
【００２６】
実施の形態２．
　本実施の形態では、実施の形態１と比較して復調性能をより向上させた復調装置を説明
する。なお、実施の形態１と共通の部分については説明を省略する。
【００２７】
　図５は、実施の形態２の復調装置（復調部）の構成例を示す図である。本実施の形態の
復調部は、実施の形態１の復調部（図１参照）に対して内符号再符号化部１１を追加した
ものである。
【００２８】
　本実施の形態の復調部において、内符号再符号化部１１は、内符号復号部４で誤り訂正
された情報ビットからである復号後ビットに対して再符号化（冗長ビットの付加）を行い
再符号化後ビットとしてインタリーブ・マッピング部７へ出力する。
【００２９】
　インタリーブ・マッピング部７は、再符号化ビットに対してインタリーブおよびマッピ
ングを行い、レプリカシンボルを生成する。
【００３０】
　内符号復号部４で誤り訂正された後のビット列において、冗長ビット部の誤り確率が情
報ビット部の誤り確率よりも大きい場合、情報ビット部の方がより信頼性が高い。そのた
め、フィードバックするレプリカシンボルを作成する際に、内符号再符号化部１１におい
て内符号復号後の情報ビット部を再符号化することにより、より信頼性の高い冗長ビット
をフィードバックすることができる。これにより、誤ったシンボルをフィードバックする
可能性を低減することができ、復調性能の向上を実現できる。
【００３１】
実施の形態３．
　上述した実施の形態１は、復調部のイタレーション回数を動的に制御してフレーム毎の
復調処理時間（イタレーション回数）を可変にするものである。次に、実施の形態１と比
較して、さらに復調処理時間を短縮する実施の形態について説明する。なお、復調部の構
成は実施の形態１と同様である（図１参照）。
【００３２】
　本実施の形態にかかる復調動作を説明する。ただし、実施の形態１と共通の部分につい
ては説明を省略する。
【００３３】
　実施の形態１の復調動作（図３）では、再復調処理（ステップＳ３１～Ｓ３５）とフレ
ームエラー判定処理（ステップＳ２１，Ｓ２２）を並列に実行している。しかし、フレー
ムエラー判定処理は主にパリティ検査の処理であるため、通常、再復調処理に要する時間
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の方が長くなる。そのため、１回のイタレーションに要する時間は、再復調処理により決
定される。一方、内符号復号部４の符号化方式として、ＬＤＰＣやターボ符号のように繰
り返し復号する方式を用いた場合、その途中結果を出力し、またその続きから再び復号を
開始することができる。すなわち、途中結果を出力し、再復調処理を先行して開始するこ
とができる。
【００３４】
　図６は、実施の形態２の復調部が１フレームを復号する動作を示すフローチャートであ
る。図６においては、実施の形態１の動作（図３参照）と同じ処理には同一のステップ番
号を付している。すなわち、実施の形態１のステップＳ１６に続いてステップＳ４１を実
行し、その後にステップＳ２１以下を実行する。また、ステップＳ１５およびＳ１６にお
いて、次のイタレーションが「不要」または「不可」と判定した場合にステップＳ４２を
実行する。また、ステップＳ１４およびＳ３５に代えてステップＳ１４ａおよびＳ３５ａ
を実行する。
【００３５】
　本実施の形態の復調部は、内符号復号処理を、途中結果出力までの復号（ステップＳ１
４ａおよびＳ３５ａ、第１の復号処理）と途中結果出力後の復号（ステップＳ４１および
Ｓ４２、第２の復号処理）の２回に分けて実施する。なお、途中結果出力までの復号と途
中結果出力後の復号は同一の回路を用いるため、ステップＳ３５はステップＳ４１が完了
するのを待ってから開始する必要がある。
【００３６】
　なお、実施の形態１の復調動作を前提として内符号復号処理を２回に分ける場合の例を
説明したが、実施の形態２の復調動作においても同様に、内符号復号処理を２回に分けて
復調処理時間を短縮することが可能である。
【００３７】
　このように、本実施の形態においては、内符号復号処理を２回に分けて行うこととした
ので、エラーフレーム判定処理に先行して再復調処理を実施することができ、図５に示し
たステップＳ１４ａおよびＳ３５ａ（途中結果出力までの復号処理）の処理時間分だけ再
復調処理を短縮することができる。
【００３８】
実施の形態４．
　次に、イタレーション１回あたりの繰り返し復調の性能（位相雑音による感度点劣化の
低減効果）を実施の形態１，２と比較してさらに向上させる実施の形態について説明する
。なお、復調部の全体構成は実施の形態１，２，３と同様である（図１参照）。ただし、
同期検波部２の内部構成が一部異なる。本実施の形態では、同期検波部２ａとして実施の
形態１，２，３の同期検波部２と区別する。
【００３９】
　図７は、実施の形態４の同期検波部２ａの構成例を示す図である。同期検波部２ａは、
実施の形態１，２，３の同期検波部２（図２参照）に対してシンボル信頼度算出部２６を
追加し、タップ係数更新部２５をタップ係数更新部２５ａに置き換えたものである。シン
ボル信頼度算出部２６は、キャリア位相補正後シンボルとレプリカシンボルの距離に基づ
き、シンボルの信頼度を算出する回路である。
【００４０】
　本実施の形態にかかる復調動作を説明する。なお、実施の形態１と共通の部分について
は説明を省略する。復調動作手順は、実施の形態１の手順（図３）と同様である。
【００４１】
　本実施の形態の復調部は、実施の形態１と同様、初回の同期検波処理（図３のステップ
Ｓ１２に相当する処理）では、エラーベクトル算出部２２が、受信シンボルと硬判定結果
のエラーベクトルを算出し、算出したエラーベクトルを用いてタップ係数更新部２５ａが
キャリア位相を推定する。
【００４２】



(9) JP 2015-162793 A 2015.9.7

10

20

30

40

50

　２回目以降の同期検波処理（図３のステップＳ３３に相当する処理）では、まず、エラ
ーベクトル算出部２３が、キャリア位相補正後シンボルとレプリカシンボルのエラーベク
トルを算出する。この時、シンボル信頼度算出部２６は、キャリア位相補正後シンボルと
レプリカシンボルの距離から、距離が近いほど信頼度が高く、また距離が離れるほど信頼
度が低くなるようにシンボル信頼度を算出する。次に、タップ係数更新部２５ａが、シン
ボル信頼度算出部２６にて求めたシンボル信頼度、およびエラーベクトル算出部２３にて
求めたエラーベクトルに基づき、シンボル信頼度が高いほどステップサイズを小さく（位
相雑音への追従速度を上げる）、また、シンボル信頼度が低いほどステップサイズを大き
く（位相雑音への追従速度を下げる）し、位相推定値を更新する。または、シンボル信頼
度が低い場合は、位相推定値の更新を行わないようにしてもよい。
【００４３】
　なお、実施の形態２の復調部（図５参照）が備えていた同期検波部２を同期検波部２ａ
に置き換えることも可能である。
【００４４】
　このように、本実施の形態の復調部において、同期検波部２ａは、レプリカシンボルに
基づいてシンボル信頼度を算出し、シンボル信頼度に応じたステップサイズで位相推定値
を更新することとした。これにより、レプリカシンボルが誤っている可能性が高いシンボ
ル（キャリア位相補正後シンボルとレプリカシンボルの距離が離れているシンボル）に対
する追従速度を下げることができるため、誤った位相推定値に更新される可能性が減少す
る。よって、イタレーション１回あたりの性能（位相雑音による感度点劣化の低減効果）
が向上する。
【００４５】
実施の形態５．
　上述した実施の形態４は、キャリア位相補正後シンボルとレプリカシンボルの距離から
そのシンボル信頼度を算出し、算出した信頼度に応じて位相雑音への追従速度を変化させ
るものである。これに対して、本実施の形態では、尤度に基づいて復号を行う符号化方式
を用いて、イタレーション１回あたりの繰り返し復調の性能（位相雑音による感度点劣化
の低減効果）を向上させる復調動作を説明する。
【００４６】
　図８は、実施の形態５の復調部の構成例を示す図である。本実施の形態の復調部は、実
施の形態１の復調部（図１参照）に対してインタリーブ部８を追加し、同期検波部２およ
び内符号復号部４を同期検波部２ｂおよび内符号復号部４ｂに置き換えたものである。イ
ンタリーブ部８は、ビット軟判定値に対してインタリーブ処理を実施してシンボル軟判定
値を生成し、同期検波部２ｂへフィードバックする回路である。内符号復号部４ｂは、デ
インタリーブ・デマッピング部３からの出力信号の内符号を軟判定復号し、復号結果をイ
ンタリーブ・マッピング部７へ出力するとともに、ビット軟判定値をインタリーブ部８へ
出力する回路である。
【００４７】
　図９は、実施の形態５の同期検波部２ｂの構成例を示す図である。同期検波部２ｂは、
実施の形態４の同期検波部２ａ（図７参照）のシンボル信頼度算出部２６をシンボル信頼
度算出部２７に置き換えたものである。シンボル信頼度算出部２７は、インタリーブ部８
からフィードバックされたシンボル軟判定値からそのシンボルの信頼度を算出する回路で
ある。
【００４８】
　本実施の形態にかかる復調動作を説明する。なお、実施の形態１と共通の部分について
は説明を省略する。復調動作手順は、実施の形態１の手順（図３）と同様である。
【００４９】
　本実施の形態の復調部は、レプリカ信号を生成する処理（図３のステップＳ３１に相当
する処理）を行う際、同時に、内符号復号部４ｂが復号後のビット軟判定値を出力する。
次にインタリーブ部８がビット軟判定値に対してインタリーブ処理を行い、その結果得ら
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は、フィードバックされたシンボル軟判定値を用いて、シンボル信頼度算出部２７がシン
ボル信頼度を算出する。その後は実施の形態３と同様に、タップ係数更新部２５ａが、シ
ンボル信頼度が高いほどステップサイズを小さく（位相雑音への追従速度を上げる）、ま
た、シンボル信頼度が低いほどステップサイズを大きく（位相雑音への追従速度を下げる
）し、位相推定値の更新を行う。または、シンボル信頼度が低い場合は、位相推定値の更
新を行わない。
【００５０】
　なお、実施の形態２で説明した内符号再符号化部１１を内符号復号部４ｂとインタリー
ブ・マッピング部７の間に追加した構成とし、繰り返し復調の性能を向上させてもよい。
【００５１】
　このように、本実施の形態の復調部において、同期検波部２ｂは、フィードバックされ
たシンボル軟判定値に基づいてシンボル信頼度を算出し、シンボル信頼度に応じたステッ
プサイズで位相推定値を更新することとした。これにより、実施の形態４と同様に、レプ
リカシンボルが誤っている可能性が高いシンボル（キャリア位相補正後シンボルとレプリ
カシンボルの距離が離れているシンボル）に対する追従速度を下げることができるため、
誤った位相推定値に更新される可能性が減少する。よって、イタレーション１回あたりの
性能（位相雑音による感度点劣化の低減効果）が向上する。
【００５２】
　なお、実施の形態４では復号後のビット情報をフィードバックしてシンボル信頼度を算
出しているのに対し、本実施の形態では復号後の軟判定値情報をそのままフィードバック
してシンボル信頼度を算出しているため、実施の形態４より高い精度でシンボル信頼度を
算出できる。一方、実施の形態４は、インタリーブ部８など、フィードバックするシンボ
ル軟判定値を算出するための回路が不要のため、本実施の形態と比較して回路が大型化す
るのを防止できる。
【産業上の利用可能性】
【００５３】
　以上のように、本発明にかかる復調装置は、繰り返し復調を行う復調装置として有用で
ある。
【符号の説明】
【００５４】
　１　シンボル蓄積部、２，２ａ，２ｂ　同期検波部、３　デインタリーブ・デマッピン
グ部、４，４ｂ　内符号復号部、５　繰り返し制御部、６　フレームエラー判定部、７　
インタリーブ・マッピング部、８　インタリーブ部、１１　内符号再符号化部、２１　キ
ャリア位相補正部、２２，２３　エラーベクトル算出部、２４　セレクタ部、２５，２５
ａ　タップ係数更新部、２６，２７　シンボル信頼度算出部。
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